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ITUAJより

　ちょうど2年前の巻末言でも書かせていただきましたが、今回
もバリアフリーについて、特に健常者と障碍者の共存（インクルー
ジョン）について課題と感じる点を書きたいと思います。
　ひとつは技術の進歩と法制度のギャップです。難聴者には重要
な補装具であるデジタル補聴器や人工内耳も国内外メーカーが新
製品を発表しています。補聴器では、高音域の性能が格段に改善
したり、聴き取りに必要な音を強調する機能が充実したりするな
ど、障碍を持つかたへの技術によるサポートは確実に進歩してい
ると感じます。その反面、制度が壁となり新技術を試せない状況
もありました。人工内耳と補聴器が連動して立体的な音場を表現
できる製品が海外では1年ほど前から市販されていますが、国内
の医療機器認証制度では想定外の組合せのために認証が困難で
した。補聴器は管理医療機器、人工内耳は高度管理医療機器と
認証クラスが異なり、調整を担当する資格者が異なるため、現行
の制度では販売が難しいのだそうです。いくつかの障碍者向け
サービスでも、残念なことに技術の進歩に制度が追い付いていな
かったり、自治体によって対応が異なったりしています。
　もうひとつは「障害者差別解消法」にうたわれている「合理的
配慮」の判断基準です。この法律では、障碍を理由に不利な扱
いを受けないよう、過度な負担とならない範囲で障碍者に配慮す
る努力義務を規定しています。重度難聴の息子も就学しましたが、
健聴のお子さんとまったく同じように過ごすことは難しく、先生が
たに多くの配慮をいただいて学校生活を送っています。しかし、

「合理的配慮」には基準がなく、どのような配慮までお願いでき
るか、手探りで進んでいかねばなりませんでした。
　法律や制度は、技術の進歩や社会環境の変化に合わせて定期
的な見直しをシステマティックに行われるのが望ましく、インクルー
ジョンの実現には、国際標準規格と同様に、技術と制度の両輪か
ら時節に合った基準を絶えず更新する必要があると感じます。

［注］一般的な表記を「障碍者」、法律の名称など特定の場合は「障害者」
と表記しました。
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編集後記
　情報通信白書とは、総務省が情報通信の分野における産業の

現況や政策の動向などを取りまとめて年次で刊行している文書で

す。令和元年版の特集テーマは、「進化するデジタル経済とその

先にあるSociety 5.0」です。ショルダーホン、パソコン通信といっ

た懐かしい言葉が街を賑わせてから今に至るまで、携帯電話と

ネットが発展した一方、企業でのICT利用が進まず、「電子立国・

日本」の栄光に影が差していった平成を振り返るとともに、デジ

タルプラットフォーマーやAIなどの新潮流、メディア環境の変化

としての世論の二極化やネット炎上といった現状への踏み込み、

今後の日本社会に必要な改革や課題、新たな働き方、地方のチャ

ンスといったキーワード等、これまで、今、これからについて考

えさせられる内容となっています。

　本号スポットライト「令和元年版情報通信白書の概要」で、

そのアウトラインが説明され、全文公開されているURLも紹介さ

れています。ぜひご一読ください。
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